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4四半期連続のプラス成長 

2019年7-9月の実質GDP（国内総生産）は前期比

0.4％（年率1.8％）の増加と、4四半期連続のプラ

ス成長となった。民間最終消費支出*や民間企業設

備投資といった内需（国内需要）は好調で、実質

GDP成長率を0.6％pt押し上げた。これに対し、比

較的好調な内需を背景に輸入が増加したこと等の

ため、外需（財貨・サービスの純輸出）は2四半期

連続のマイナス寄与となった（*以下、GDP需要項

目の記述は特記のないかぎり全て実質）。 

 民間最終消費支出は前期比0.5％の増加だった。

消費税増税を10月に控えていたことも一因とな

り、テレビ、パソコンなどの耐久財や、衣類など

の半耐久財の売れ行きが良かった。 

民間企業設備投資は前期比1.8％の増加と、2四

半期連続の増加となった。法人企業統計によれば、名目ベースで製造業は前期比1.6％の増加となった

が、非製造業（金融・保険業を除く）

が同2.0％の減少だった。先行きに

ついて、日本銀行の「短観」調査に

よると、2019年度の企業の設備投資

計画は、2019年12月時点で、全産業

で前年度比3.3％の増加となってい

る。同調査では、製造業、非製造業

ともに、足元および先行きの景況感

の悪化が見られたが、引き続き、設

備の更新需要のほか、生産性の向上

に向けた省力化・自動化など、必要
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出所：内閣府のデータを基に三井物産戦略研究所作成

2011年価格、暦年

1-3 4-6 7-9

（前年比） （前期比） （前期比） （前期比）

実質国内総生産（GDP） 0.3% 0.6% 0.5% 0.4%

うち、民間最終消費支出 -0.0% 0.2% 0.6% 0.5%

民間住宅投資 -6.7% 1.1% 0.5% 1.6%

民間企業設備投資 2.1% -0.2% 0.9% 1.8%

公共投資 0.3% 2.0% 1.6% 0.9%

政府消費 0.9% -0.3% 1.6% 0.7%

財貨・サービスの輸出 3.4% -2.1% 0.5% -0.6%

（控除）財貨・サービスの輸入 3.4% -4.1% 2.1% 0.3%

出所：　内閣府のデータを基に三井物産戦略研究所作成
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性に迫られた投資の需要が底堅くあるようだ。 

民間住宅投資は前期比1.6％の増加と、5四半期連続の増加だった。ただし、住宅着工戸数は年率89.9

万戸で前期比2.1％の減少となった。持家および貸家が落ち込んだ。10月の消費税増税を控えた駆け込

み着工は、2014年4月の消費税増税（5％→8％）と比較すると限定的だった。 

財貨・サービスの輸出は前期比0.6％の減少だった。日本銀行が算出する実質輸出によれば、自動車

関連が減少した。中間財、情報関連、資本財は増加した。地域別では、米国向けが減少した。一方、EU

向けやアジア向けは増加した。財貨・サービスの輸入は、電算機類などが寄与し、前期比0.3％の増加

だった。 

公的需要については、公共投資は前期比0.9％の増加となり、3四半期連続のプラスだった。12月5日

に閣議決定された「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」では、公共事業関係に5.8兆円が計上され

た。正式には、2020年1月に召集が予定される通常国会での予算の成立を待つこととなるが、先行き公

共投資は好調に推移すると見られる。なお、政府消費は前期比0.7％の増加と、2四半期連続の増加とな

った。 

ESPフォーキャスト調査（2019年12月）の集計によれば、民間エコノミストの実質GDP成長率の予測の

平均は、2019年が前年比1.0％、2020年が同0.3％となっている。消費税増税が個人消費に与えるマイナ

スの影響が長引けば、少なからず景気を下押しすることが懸念される。 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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主要経済指標
2018

2017 2018 10-12 1-3 4-6 7-9

名目国内総生産（季節調整済み年率、兆円） 547.6 548.4 545.9 552.8 555.9 559.2

実質国内総生産（2011年価格、SA、前期比年率） 1.9% 0.3% 1.0% 2.6% 2.0% 1.8%

鉱工業生産指数（SA、2015=100） 103.5 103.8 105.0 102.4 103.0 102.5

輸出（SA、兆円） 79.2 80.7 20.5 19.4 19.4 19.3

輸入（SA、兆円） 76.8 82.3 21.5 19.9 20.1 19.6

経常収支（SA、兆円） 22.2 19.2 4.3 4.7 4.9 4.9

企業倒産件数 8,367 8,110 2,070 1,916 2,074 2,182

失業率（SA、％） 2.7% 2.4% 2.4% 2.4% 2.4% 2.3%

賃金指数（SA、2015=100） 101.4 102.3 102.9 101.1 102.2 101.9

消費者物価上昇率（前年比、％） 0.7% 0.7% 0.9% 0.3% 0.8% 0.3%

日経平均株価 20,960 21,995 21,937 21,006 21,417 21,264

10年国債利回り（％） 0.05 0.05 0.09 -0.02 -0.08 -0.20

為替相場（円／ドル） 110.8 110.9 112.9 110.2 109.9 107.3

注：　SAは季節調整済みを示す。

出所：　内閣府、経済産業省、財務省、東京商工リサーチ、総務省、厚生労働省、日本経済新聞社、CEIC、日本銀行の

データを基に三井物産戦略研究所作成
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